
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

款 所管課 事業名 事業内容
事業費
（千円）

人数 延べ人日

人事課
（市民生活課）

人事管理運営経費
（外国人住民新制度移行事業）

日本人と外国人の住民基本台帳一元管
理に伴い、宛先不明で返信された外国人
住民の仮住民票について、居住実態等
の電話及び現地訪問調査を実施する。

2,620 7 367

人事課
（産業総務課）

人事管理運営経費
（求職者応援ナビ運営事業）

求人情報・就労支援関係情報を掲載する
「はままつ就職者応援サイト」を更新し、求
職者に役立つ情報の提供を行い、就労の
促進を図る。

1,046 1 147

美術館
資料収集保存事業
（美術館収蔵品管理事業）

美術館、秋野不矩美術館の収蔵品約
7,000点のデータベースを作成し、収蔵品
管理、Webでの情報公開に活用する。

9,820 4 508

精神保健福祉
センター

ひきこもり対策推進事業
（ひきこもり相談支援サポート事
業）

民間ＮＰＯ法人に委託している訪問相談・
社会参加指導に補助的に関わり、ひきこ
もり支援に関する人材育成を行う。

4,100 1 200

廃棄物処理施
設管理課

西部清掃工場運営事業
（西部清掃工場ごみ検査事業）

西部清掃工場へ搬入される可燃ごみに
ついて、ピット搬入前に検査を行い、金属
類を取り除く作業を行う。

9,000 6 600

農
林
水
産
業
費

農林水産政策
課

農地集約化促進事業

未来創造「新・ものづくり特区」の申請に
おいて主要施策として掲げた企業の農業
参入促進に向け、参入候補地について
詳細な土地情報を調査・収集し、整理す
る。

6,035 6 450

観光交流課
観光地ネットワーク化推進事業
（魅力ある観光地ネットワーク化
事業）

本市の観光資源の効果的な発信及び誘
客力の強化を目的に、地域の魅力ある観
光地の連携促進や着地型旅行商品造成
などを行う。

8,729 2 400

観光交流課
観光案内推進事業
（奥浜名湖観光誘客宣伝推進
事業）

新東名高速道路及び三遠南信自動車道
の開通に伴い、奥浜名湖を起点とした広
域連携を視野に入れた観光プロモーショ
ンの強化や滞在型の商品開発等を実施
する。

8,000 3 450

土
木
費

土木総務課
河川台帳整備事業
（準用河川台帳整備業務）

災害が発生した場合の早期復旧及び災
害防除を目的として、河川法に準拠する
準用河川について河川法に義務付けさ
れている河川台帳の未整備となっている
平面図、縦横段図の作成を行う。

26,000 15 1,650

教職員課

（小学校・中学校）
発達支援教育指導員等配置事
業
（発達支援教育指導員配置事
業）

子ども一人ひとりにきめ細かな指導・支援
を実施するために小中学校にスクールヘ
ルパーを配置する。
（心身に障害のある児童生徒が在籍する
学校に配置）

2,325 5 600

教職員課
幼稚園教育指導支援員配置事
業
（幼稚園教育指導員配置事業）

幼稚園において、きめ細かな指導・支援
を実施するため、キッズサポーターとして
従事する事業を行う。

2,325 5 600 

80,000 55 5,972５月補正予算

緊急雇用創出事業費一覧

総
務
費

衛
生
費

商
工
費

教
育
費



避難して
ください!

同報無線

同報無線
自動起動機

同報無線制御卓

受信
アンテナ

専用受信機

消防庁

人工衛星

危機管理監 
項目 

同報無線自動起動機整備について 

（防災施設・資機材整備事業） 危機管理課 

5 月補正額（千円） 工事請負費      

7,000 

内容 

（千円） 7,000      

 

目
的 

 

 大規模災害、テロ等は昼夜を問わず突発的な発生が想定されるため、人手を介さずに迅速な

情報伝達を行う。 

 

背
景 

 

 一昨年に発生した東日本大震災による津波災害や、４月１３日に発生した北朝鮮による弾道

ミサイル発射事案においては、住民への一刻も早い情報伝達の重要性が再認識された。 

 東海地震などの大規模災害、無差別テロなどにおいては、人命救助・災害拡大防止・避難所

開設などを最優先に実施するため、住民への迅速かつ正確な情報提供が必要である。 

 

内
容 

 

１ 事業内容 

 

 〇 同報無線自動起動機整備 

  全国瞬時警報システム（J-ALERT）の受信機と、既設の同報無線制御卓との間に自動起

動機を整備する。 

 

２ システム概要 

 

  

 

 

 

 

 

 

                      整備部分 

  

 

 

 



危機管理監 
項目 

被災者等支援事業について 

（被災地支援事業） 危機管理課 

5 月補正額（千円） 寄附金 使用料及び賃借料 需用費   

12,000 

内容 

（千円） 9,000 2,000 1,000   

 

目
的 

東日本大震災の被災者等支援のための支援事業を実施するもの。 

背
景 

 
篤志家より被災地・被災者支援を目的とした寄附を受けたことから、浜松市が対口支援して

いる大船渡市をはじめ、東日本大震災の被災地および被災者に対して支援事業を実施する。 
 

内
容 

 

 １ 事業内容 

 

  (1) 仮設公民館の整備 

    大船渡市民から要望の高い仮設公民館の整備費用を寄附金として支出する。 

    ・仮設公民館  用 途：集会場 

            構 造：コンテナ 

            床面積：２４～３０畳 

 

 

  (2) 被災者交流事業 

    被災者と浜松市民との交流事業を実施する。 

    ・交流人員の輸送にかかるバス借上げ 

 

 

  (3) 被災地支援物資の購入 

    被災地にて不足している物品の購入 

 

 

 


